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現状・課題と検討の方向性

（１）常時介護を要する障害者等に対する支援について

（２）障害者等の移動の支援について

（３）障害者の就労支援について

資料１

平成２７年１０月１５日



（１）常時介護を要する障害者等に対する支援について
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【論点の整理(案)】

○どのような人が「常時介護を要する障害者」であると考えられるか。

＜検討の視点(例)＞
・「常時介護を要する障害者」の心身（医療の必要度を含む）・生活の状況や支援の量等の違い
・現状の「常時介護を要する障害者」を対象とした障害福祉サービス事業における利用対象者像や支援内容の違い

○「常時介護を要する障害者」ニーズのうち、現行のサービスでは何が不足しており、どのように対応すべきか。

＜検討の視点(例)＞
・対象者の範囲、支援内容（通勤、通学支援等）、支援時間、提供方法等
・入院中の障害者に対する支援
・現行のサービスの見直しでの対応の可否
・ボランティア等地域のインフォーマルサービスの位置づけ

○同じ事業の利用者であっても、障害の状態等により支援内容に違いがあることについてどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・支援の重点化
・見守りや待機の評価
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○支援する人材の確保や資質向上の方策・評価についてどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・従業者の資格要件の在り方
・研修等による支援者の養成
・資質の評価方法（ＯＪＴ中心の研修に対する評価等）

○パーソナルアシスタンス（※１）について、どう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・対象者、利用場面、利用時間等の具体的なイメージ及び必要な費用
・意思決定支援が必要な知的・精神障害者や障害児に対する支援手法
・パーソナルアシスタンスとダイレクトペイメント（※２）の関係、及びダイレクトペイメント方式を採用することによるメリット・
デメリット

○パーソナルアシスタンスと重度訪問介護との関係についてどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・対象者像
・サービス内容、サービス提供方法
・利用場面・利用内容
・支援者の要件及び支援者に対する相談等のバックアップ体制
・利用者の権利擁護の研修に対する評価等

※１ パーソナルアシスタンスは、一般的に①利用者の主導性、②個別の関係性、③包括性と継続性を満たす必要があるとされている。
※２ ダイレクト・ペイメントは、障害者自身が直接サービスを購入するための現金給付のことであり、この給付の範囲で障害者が直接介助者を雇用する

場合がある。
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○ 障害者総合支援法においては、障害者等が本人の意思に基づき地域生活を送ることができるよう、個々の障害者等
の状態像やニーズに対応した障害福祉サービスを提供しており、特に手厚い介護等が必要な障害者等を「常時介護を
要する者」とし、重度訪問介護、行動援護、療養介護、生活介護及び重度障害者等包括支援を提供している。

○ 障害者等の地域生活・地域移行の支援をより一層推進する観点から、「常時介護を要する者」に対するサービスに
関する課題（重度障害者等包括支援の利用が低調であること、重度障害者が入院した時に必要な支援が受けられない
場合があること等）への対応に加えて、地域生活・地域移行の受け皿の整備や、「定期的又は随時」の「生活支援」
を必要とする障害者等を支える仕組みの構築が求められている。

○ 障害者等の地域生活・地域移行の「受け皿」として重要なグループホームについては、全国で整備が進められ、現
在、約10万人が利用している。平成29年度のサービス見込量は約12万人であり、必要な方が利用できるよう、サービ
ス量を確保していく必要がある。また、利用者の重度化・高齢化への対応も必要である。
さらに、入院中の精神障害者に対して退院後の住む場所について質問したところ、約６割が自宅又は賃貸住宅、約

２割がグループホーム等と回答しており、グループホームよりも自宅や民間賃貸住宅での「一人暮らし」を希望する
障害者も多い。こうした中、「地域移行＝グループホーム」との考え方に疑問を呈する指摘がある。

○ 障害福祉サービスの需要が伸びている中で、例えば、ショートステイ、生活介護、居宅介護（家事援助）等につい
ても、真に必要な障害者に支援を行き届かせる観点から、必要性に応じた給付の在り方の見直し等を検討すべきとの
指摘がある。

○ 訪問系サービスのサービス提供責任者については、実務経験３年以上の旧２級ヘルパーでも可能とする取扱いが平
成18年以降続いているなど、人材の資質向上に向けた課題がある。また、ＯＪＴを評価する特定事業所加算の取得率
が低調な状況である。

○ 障害者の地域生活を支える仕組みとして、パーソナルアシスタンスの制度化を望む声もあるが、その意味するとこ
ろは、利用者本人のニーズに応じた柔軟な支援を可能とすべきとの趣旨ではないかと考えられる。

現状・課題
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○ 「常時介護を要する者」だけでなく、「日常的」に「支援」を要する者なども含め、地域生活・地域移行をきめ細
かく展開するため、限られた財源の中で真に支援が必要な方にサービスが行き渡るように留意しつつ、以下のような
新たな方策を検討することとしてはどうか。

○ 利用者のニーズに応じた柔軟な支援を行っていくために、常時介護を要する障害者等を対象としたサービスについ
て、地域生活をさらに支援する観点から見直しを行うこととしてはどうか。
例えば、重度障害者等包括支援について、地域で家族と生活する重症心身障害児者等のニーズに合わせて活用しや

すいものとできないか検討するとともに、重度障害者の地域生活を支えている重度訪問介護を利用している者につい
て、医療保険の給付範囲に留意しつつ、入院中における医療機関での支援の在り方を検討することとしてはどうか。

○ 「常時介護を要する者」であるか否かにかかわらず、地域での暮らしが可能な障害者等が安心して地域生活を開
始・継続できるよう、地域で生活する障害者等に対し、緊急時対応を含め、継続的に支援する拠点の整備をさらに進
める方向で検討することとしてはどうか。

○ グループホームから一人暮らしへの移行を希望する障害者など、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、
定期的な巡回訪問や随時の対応により、理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行う
サービスなど、支援の在り方を検討することとしてはどうか。その際、当該サービスの内容を踏まえつつ、他のサー
ビスの利用の在り方についても検討することとしてはどうか。
あわせて、障害者の地域移行の受け皿となるグループホームについて、重度障害者に対応するサービスを位置づ

け、適切に評価を行うとともに、障害者の状態とニーズを踏まえて真に必要な方にサービスが行き渡るよう、現に入
居している方に配慮しつつ、利用対象者を見直す方向で検討することとしてはどうか。

○ また、支援する人材の確保や資質向上を図るため、サービスの従業者資格を引き上げるとともに、熟練した従業者
による研修（OJT）の実施を促進する方向で検討することとしてはどうか。

検討の方向性



関係資料
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○ 障害者総合支援法における「常時介護を要する者」を対象とした事業は、以下のとおり。

・ 重度訪問介護…重度の肢体不自由又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常時
介護を要する者

・ 行動援護…知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって常時介護を要する者

・ 療養介護…病院等への長期入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする身体・知的障害者

・ 生活介護…地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護の支援が必要な者

・ 重度障害者等包括支援…常時介護を要する障害者等であって、その介護の必要性が著しく高い者

障害支援区分4以上に該当し、①二肢以上に麻痺等があり、障害支援区分の認定調査項目のうち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいず
れもが「支援が不要」以外に認定されている者。若しくは②障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等の合計点数が10点以上で
ある者

障害支援区分3以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等の合計点数が10点以上である者

①ALS患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、障害支援区分6の者②筋ジストロフィー患者又は重症心
身障害者であって、障害支援区分5以上の者③旧重症心身障害児施設に入所した者又は指定医療機関に入院した者であって、平成24年４
月１日以降指定療養介護事業所を利用する①及び②以外の者

①障害支援区分3以上（障害者支援施設に入所する場合は区分4以上）である者
②年齢が50歳以上の場合は障害支援区分2以上（障害者支援施設に入所する場合は区分3以上）である者

障害支援区分6であって、意思疎通を図ることに著しい支障があり、①重度訪問介護の対象であって、四肢全てに麻痺があり、寝たきり状態
にある障害者のうち、a人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害者またはｂ最重度知的障害者。②障害支援区分の認定調査項目
のうち行動関連項目等の合計点数が10点以上である者

常時介護を要する障害者を対象とするサービスとその対象者像
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地域生活を支える主な障害福祉サービス

共同生活援助 居宅介護 地域定着支援

支援内容

障害者につき、主として夜間におい

て、共同生活住居において相談、入

浴、排せつ又は食事の介護その他の

日常生活上の援助を行うもの。

障害者等につき、居宅において入浴、

排せつ又は食事の介護、調理、洗濯

及び掃除等の家事並びに生活等に関

する相談及び助言その他の生活全般

にわたる援助を行うもの。

居宅において単身又はその家族と

同居している場合であっても当該家族

等が障害、疾病等のため、障害者に

対し当該家族等による緊急時の支援

が見込めない状況において生活する

障害者につき、常時の連絡体制を確

保し、障害の特性に起因して生じた緊

急の事態その他の緊急に支援が必要

な事態が生じた場合に相談その他の

便宜を供与するもの。

居住形態 複数の他者による共同生活 １人暮らしや自宅における家族同居
１人暮らしや自宅における障害等を有

する家族との同居

利用者数

（H27.3）
９６，０１２名 １５５，７８７名 ２，１６７名

第４期障害福祉

計画見込量

（H30.3）

１２１，５９９名
（２４９，４１３名）

※ 重度訪問介護や同行援護等を含む。
６，６４８名

事業所数

（H27.3）
６，６３７事業所 １８，７１９事業所 ４１４事業所

障害者が地域生活を送る上で主に居宅において利用する主なサービスの概要は以下のとおり。（利用対象が

重度のものや通所系サービスを除く。）

9



障害支援区分別の利用者数の推移

居
宅
介
護

地
域
定
着
支
援

共
同
生
活
援
助

9,928 9,784 9,465 9,478

14,630 15,552 16,823 14,316

37,054 40,389 44,040 46,521

28,328
30,255

31,874 35,241
13,050

13,716
14,489 16,635

9,623
10,501

11,228
12,221
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21,375
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H24.4 H25.4 H26.4 H27.3
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区分６
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区分２

区分１

区分なし
17,375 19,100 19,845 20,241

4,309 4,064 4,245 3,964
17,195 18,605 20,031 20,949

17,332
19,124 20,395 22,003

10,188
11,550

12,614
14,708

4,996
6,087

6,861
8,318

3,287
4,258

4,902
5,829
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その他
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区分１

区分なし

出典：国保連データ

障害支援区分別の利用者数の推移については、

① 居宅介護は、区分１以下を除き、各区分とも増

加傾向にある。

② 地域定着支援は、基本的に各区分とも増加傾

向にある。

③ 共同生活援助は、区分１を除き、各区分とも増

加傾向にある。
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「看護」等に関する関係法令

【保健師助産師看護師法（昭和２３年７月３０日法律第２０３号）】

第五条 この法律において「看護師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者若しくはじよく婦に対する療養上の世話

又は診療の補助を行うことを業とする者をいう。

第六条 この法律において「准看護師」とは、都道府県知事の免許を受けて、医師、歯科医師又は看護師の指示を受け

て、前条に規定することを行うことを業とする者をいう。

【健康保険法（大正１１年４月２２日法律第７１号）】

第六十三条 被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行う。

一 から四 省略

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

【保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和３２年４月３０日厚生省令第１５号）】
第十一条の二 保険医療機関は、その入院患者に対して、患者の負担により、当該保険医療機関の従業者以外の者に
よる看護を受けさせてはならない。

【基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（平成２６年３月５日保医発０３０

５第１号）別添２】

第２ 病院の入院基本料等に関する施設基準

４ 入院患者の数及び看護要員の数等については下記のとおりとする。

（６） 看護の実施は、次の点に留意する。

看護補助者は、看護師長及び看護職員の指導の下に、原則として療養生活上の世話（食事、清潔、排泄、入

浴、移動等）のほか、病室内の環境整備、ベッドメーキング、看護用品及び消耗品の整理整頓等の業務を行うこと

とする。



(趣旨)
本要綱は、障害者が地域で自立した生活を送ることができる社会を実現するために身近な地域での日常生活上の相談・助言、情報提供、コミュニケー
ション支援を総合的に行う横浜市障害者自立生活アシスタント事業(以下「自立生活アシスタント事業」という。)について必要な事項を定める。

(目的)
自立生活アシスタント事業は、地域支援職員(以下「自立生活アシスタント」という。)が、施設の専門性を活かし、利用者の障害特性を踏まえた社会適
応力・生活力を高めるための支援を行うことにより、地域で生活する障害者の生活の安定と福祉の向上を図ることを目的とする。

(定義)
この要綱において障害者とは、知的障害者、精神障害者、発達障害者、高次脳機能障害を有するために日常生活又は社会生活に支援が必要な者、
その他市長がこれに準ずると認めた者をいう。

(対象者)
自立生活アシスタント事業の対象者(以下「利用者」という。)は市内に居住し、次のいずれかに該当する障害者とする。
ア 単身者
イ 同居家族の障害、高齢化、長期にわたる病気等で日常生活又は社会生活上の支援を受けられない者
ウ 家族と同居またはグループホームに入居しているが、自立生活アシスタントの支援を利用しながら単身生活等への移行を希望する者

(支援の内容)
自立生活アシスタントは、次に掲げるもののほか利用者の自立生活に必要な支援を行い、利用者の直接処遇は行わない。ただし支援の初期の段階で
利用者との関係づくりが必要な状況においてはこの限りではない。
(1) 訪問による生活支援

ア 衣食住に関する支援 イ 健康管理に関する支援 ウ 消費生活に関する支援 エ 余暇活動に関する支援

(2) コミュニケーション支援
ア 対人関係の調整 イ 職場・通所先との連絡調整

(自立生活アシスタントの配置)
(1) 自立生活アシスタントの配置は複数とし、そのうち1人は、障害者の支援について相当の経験(概ね5年以上)と知識を有し、障害特性を踏まえた支
援を行うことが出来る専任の常勤職員とする。(以下「主任アシスタント」という。)

(2) 自立生活アシスタントは地域生活の支援を専門に担当する専任職員とする。ただし、主任アシスタント以外の自立生活アシスタントについては、複
数名が兼務で担当することが出来る。

12

横浜市「自立生活アシスタント」実施要綱



http://goo.gl/ZEHVkU

横浜市都筑区生活支援センター
自立生活アシスタント案内

横浜市 自立生活アシスタント
H26年度実績

利用登録者数：879名
支援事業者数：38事業者

13



障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験の機会・
場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫

により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

体験の機会・場

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター 等

専門性
地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

14

地域生活支援拠点等の整備について



従業者資格と報酬算定の取扱い

○ 訪問系サービスにおけるサービス提供責任者及び従業者に必要な資格要件は以下のとおり。

訪問介護（介護保険法） 居宅介護（障害者総合⽀援法） 重度訪問介護（障害者総合支援法）

人

員

基

準

サービス提
供責任者

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員基礎研修修了者

介護職員初任者研修課程修了者

（３年以上の実務経験必要）※１

訪問介護基準

又は

居宅介護職員初任者研修課程修了者

（３年以上の実務経験必要）※２

居宅介護基準と同様

ヘルパー

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員基礎研修修了者

介護職員初任者研修課程修了者

訪問介護基準

又は

居宅介護職員初任者研修課程修了者

障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者※３

居宅介護基準

又は

重度訪問介護従業者養成研修修了者

※１ 平成30年までは30％減算の対象となり、平成30年以降任⽤要件から除外
※２ 本要件は暫定的なものであり、早期にこれに該当する研修受講や資格所得に努めることと規定
※３ 本要件は訪問介護では報酬上の評価を廃止

○ 介護保険の訪問介護においては、サービスの質の向上を図る観点から、従業者の資格要件を段階的に引上げ。

○ サービス提供責任者における「実務経験３年以上の介護職員初任者研修課程修了者」の取り扱い
平成２４年度 〜 平成２６年度まで １０％減算
平成２７年度 〜 平成２９年度まで ３０％減算（一定の要件を満たす場合は減算を適用しない（平成２９年度末まで））
平成３０年度 任用要件から「実務経験３年以上の介護職員初任者研修課程修了者」を廃⽌

○ 訪問介護員３級課程修了者の取扱いについて
平成１５年度 〜 平成１７年度 １０％減算
平成１８年度 〜 平成２０年度 ３０％減算
平成２１年度 報酬上の評価を廃⽌（現に従事していた者は１年の経過措置）

15



ＯＪＴの評価について

○ 訪問系サービスのOJTについては、特定事業所加算で評価している。

○ 特定事業所加算の取得状況は以下のとおりである。

【特定事業所加算の算定要件】

○ 特定事業所加算（Ⅰ）（①〜③のすべてに適合） 所定単位数の20％を加算

○ 特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合） 所定単位数の10％を加算

○ 特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合） 所定単位数の10％を加算

○ 特定事業所加算（Ⅳ）（①〜③に適合） 所定単位数の５％

① サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等）

→ 新規に採用した全ての従業者に対し、熟練した従業者の同⾏による研修を実施していること。

② 良質な⼈材の確保（介護福祉⼠の割合が30％以上等）

③ 重度障害者への対応（区分５以上の利⽤者及び喀痰吸引等を必要とする者が30％以上）

サービス種別 特定事業所加算Ⅰ 特定事業所加算Ⅱ 特定事業所加算Ⅲ 計

居宅介護 3.0% 10.4% 1.0% 14.4%

重度訪問介護 4.7% 2.4% 2.0% 9.1%

同⾏援護 0.4% 9.9% 0.2% 10.6%

⾏動援護 13.5% 10.7% 2.1% 26.3%

16



重度訪問介護
イギリスの

ダイレクト・ペイメント
スウェーデンの

パーソナルアシスタンス

事業主体 指定事業者(法人) 地方自治体 個人(利用者)

対象者

障害支援区分４以上に該当し、次の
（一）又は（二）のいずれかに該当する者
（一） 二肢以上に麻痺等がある者であっ

て、障害支援区分の認定調査項目の
うち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排
便」のいずれもが「支援が不要」以外
に認定されている者

（二） 障害支援区分の認定調査項目のう
ち行動関連項目等（１２項目）の合計
点数が１０点以上である者

①障害者であること
②16歳以上であること
③地方自治体による審査を受けてい
ること

※地方自治体による審査の結果、必
要とされる金額が決定され、その範囲
内で利用するか、自費でサービスを追
加する
※使途に制限はない。

永続的な障害であることが必要
65歳未満で、
①発達障害、自閉症等
②成人後の外傷、身体的疾患に起因
する脳障害による重篤、恒久的な知
的機能障害
③通常の高齢化によらない他の恒久
的な身体的、精神的機能障害
のいずれかを持つ者であること等
※65歳以上で初めてパーソナル・アシスタン
スの決定を受けることができない

サービス提供方法
障害福祉サービス事業者が利用者との
サービス利用契約に基づきヘルパーを派
遣

①利用者の直接雇用、②サービス事
業者から派遣によりパーソナルアシス
タンスと呼ばれる介助者を派遣

①利用者自身が募集したヘルパーと
サービス利用契約を締結
②サービス事業者からPAを派遣

提供されるサービス
入浴、排せつ、食事の介護、移動支援な
どを総合的に提供

利用制限無し（personal budget の範
囲で自由に使用できる）

食事等生きる上で不可欠なことだけで
なく、趣味等不可欠ではないことを行う
場合も含めて、手となり足となる
※医療行為は含まれない

ヘルパーの要件
居宅介護に従事可能な者、重度訪問介
護従事者養成研修修了者

ケアラーとしての資格が必要 公的な教育等は無く資格もない

報酬
1,830円（１時間未満）
※１単位当たり10円で計算

通常の賃金（データ無し） １時間当たり284クローナ（2015年）

重度訪問介護とパーソナル・アシスタンスについて
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（２）障害者等の移動の支援について
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【論点の整理(案)】

○個別給付に係る移動支援と地域生活支援事業に係る移動支援の役割分担についてどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・個別支援と集団支援の観点等による役割分担

○個別給付に係る移動支援について、通勤・通学等や入所中・入院中の取扱いをどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・支援の対象者やそのニーズ（「社会通念上適当でない外出等」の範囲）
・支援主体（労働分野、教育分野等の合理的配慮との関係）や財源等
・他省庁や関係機関、関係団体との連携

19



20

○ 移動支援は障害者の社会参加の促進や地域での自立した生活を支える上で重要な支援である。
現在、障害者総合支援法に基づき、同行援護、行動援護、重度訪問介護及び居宅介護の個別給付（義務的経費）に

ついてはあらかじめ作成されたサービス等利用計画に基づき基本的にはマンツーマンでサービスを提供するととも
に、市町村の地域生活支援事業（裁量的経費）については利用者の個々のニーズや地域の状況に応じて緊急時の個別
支援、グループ支援、車両移送などが実施されている。

○ 各市町村の判断に応じて地域生活支援事業の中で実施されている障害者の通勤・通学に関する移動支援について
は、個別給付の対象とすること等さらなる充実を求める意見がある。
一方、地域生活支援事業の方が地域特性を生かした柔軟な対応が可能であるといったメリットがあるとともに、雇

用障害者数及び就労移行支援利用者数は合計約66万人、特別支援学校の小学部及び中学部の在学者数は合計約７万人
にのぼること、障害者差別解消法の施行に伴う事業者や教育機関による「合理的配慮」との関係、個人の経済活動と
公費負担の関係、教育と福祉の役割分担の在り方等の課題がある。

○ 入院中の外出・外泊に伴う移動支援については、十分な対応がなされていない。
また、入所中の外出・外泊に伴う移動支援については、施設サービスの「日常生活上の支援」の一環として行われ

ており、現行の障害福祉サービス等報酬において評価されているが、相応の人手や労力を要することから施設ごとに
対応が異なっている。

現状・課題
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○ 障害者総合支援法における移動支援については、所要の財源を確保しつつ、障害者に一定の社会生活を等しく保障
するとともに、利用者の個々のニーズや地域の状況に応じて柔軟に対応することができる仕組みとする必要がある。
こうした観点から、基本的には、現行の「個別給付」と「地域生活支援事業」による支援の枠組みを維持した上

で、支援の実施状況等を踏まえつつ、ニーズに応じたきめ細かな見直しを図っていくべきではないか。

○ 障害者の通勤・通学等に関する移動支援については、全てを福祉政策として実施するのではなく、関係省庁とも連
携し、事業者や教育機関による「合理的配慮」の対応や教育政策との連携等を進めていく必要があるのではないか。
その上で、福祉政策として実施すべき内容について、引き続き検討を進めるとともに、まずは、就労移行支援や障害
児通所支援においては、本来の趣旨も踏まえ、通勤・通学に関する訓練の着実な実施を促すこととし、これを必要に
応じて評価する方向で検討することとしてはどうか。

○ 入院中の外出・外泊に伴う移動支援については、障害福祉サービス（同行援護、行動援護、重度訪問介護）が利用
できる方向で検討することとしてはどうか。
また、入所中の外出・外泊に伴う移動支援については、施設サービスの「日常生活上の支援」の一環として行われ

るものであるが、施設による移動支援について適切に評価が行われているか、引き続き検討することとしてはどう
か。

検討の方向性



関係資料
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区 分 実施方法

個別給付

（同行援護、行動援護、
重度訪問介護）

個別支援 － －

地域生活支援事業

個別支援

・個別的支援が必要な者に対す
るマンツーマンによる支援

グループ支援

・複数の障害者等への同時支援

・屋外でのグループワーク、同一
目的地・同一イベントへの複数人
同時参加の際の支援

車両移送

・福祉バス等車両の巡回による
送迎支援

・駅等の経路を定めた運行、各
種行事の参加のための運行等

個別給付で対象外となっている移動支援についても、地域特性や利用者ニーズ等に応じ、
各市町村の判断で柔軟に実施

（例） ■通勤、営業活動等の経済活動に係る外出
・介護者の疾病、入院等により一時的に通勤時の介助が困難となった場合
・通勤ルートを覚えるための訓練として一時的に利用する場合

■通年かつ長期にわたる外出
・保護者の就労により送迎が困難な場合
・日中活動系サービス事業所、児童通所施設等へ通所する場合
・世帯に障害者が複数いる、ひとり親、虐待等、送迎困難と認められる家庭の事情がある場合

■その他
・保護者の疾病、入院等により一時的に通学時の送迎が困難となった場合
・通学ルートを覚えるための訓練として一時的に利用する場合
・冠婚葬祭等のために一時的に利用する場合
・その他、計画相談や審査会等で個別に必要と認められた場合

23

移動支援の実施方法について



通勤・通学支援について

区分 雇用者数 就労移行支援利用者数

身体障害者 43.3万人 2,724人

知的障害者 15.0万人 12,792人

精神障害者 4.8万人 13,544人

難病等 97人

計 63.1万人 28,637人

雇用障害者数、就労移行支援利用者数、特別支援学校在学者数は以下のとおり。

【雇用障害者数、就労移行支援利用者数】

【特別支援学校在学者数】

区分 小学部 中学部 高等部 計

在学者数 38,168 30,493 65,730 134,031

義務教育課程で68,661人

出典：平成26年学校基本調査（文部科学省） 24

出典：平成２５年度障害者雇用実態調査、国保連データ（H27.2）

区分 小学部 中学部 計

在学者数 129,018 58,082 187,100

【特別支援学級在学者数】



※平成25年度の状況について、自立支援振興室調べ

認める場合の主な要件
・介護者の疾病、入院等により一時的に通勤時の介助が困難となった場合 （219市町村、61.7％）
・通勤ルートを覚えるための訓練として、一時的に利用する場合 （187市町村、52.7％）
・その他

特段の要件なく

認めている。

107
6.2% 一定の要件のもとに

認める場合がある。

355
20.4%

通勤の支援を目的と

した利用は認めてい

ない。

1,223
70.4%

移動支援を

実施していない。

52
3.0%

N=1,737市町村（1広域連合含む。）

25

通勤支援については27％の市町村で事業化しており、訓練等の要件を設けている市町村は20％

地域生活支援事業の移動支援による「通勤」の支援状況

26.6％



地域生活支援事業の移動支援による「通学」の支援状況

特段の要件なく

認めている。

157
9.0%

一定の要件のもとに

認める場合がある。

836
48.1%

通学の支援を目的と

した利用は認めてい

ない。

692
39.8%

移動支援を

実施していない。

52
3.0%

57.1％

※平成25年度の状況について、自立支援振興室調べ

N=1,737市町村（1広域連合含む。）

認める場合の主な要件
・保護者の疾病、入院、出産等により一時的に送迎が困難な場合 （674市町村，80.6％）
・通学ルートを覚えるための訓練として、一時的に利用する場合 （277市町村，33.1％）
・保護者の就労により送迎が困難な場合 （198市町村，23.7％）
・その他

26

通学支援については57％の市町村で事業化しており、訓練等の要件を設けている市町村は48％



27
３２

＿ 初日からできた比率 ＿ 最終日までにできた比率初回達成率と最終回達成率

行先
文字
時刻
運賃
用意
切符

マナー
着席
立位

バス停
車両
乗車

整理券
ICカード

押鈴
降車地点

手帳
支払
降車

立ち位置
乗車駅

改札
ホーム

乗車位置
車両選択

乗車
降車駅

降車
移動

通過

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バス、鉄道による交通移動乗車実験について

療育手帳を所持する知的障害者29人に対し、バス、鉄道に支援員の指導の下10回程度乗車してもらい、下記の事項について一
人でできた割合を比較すると、初回と比べて最終日までに大幅な伸びを示しており、最終的にはバス利用者の73%、鉄道利用者
の83％が一人で移動できるようになった。

出典：大分県「ひとりで乗りたい」知的障害者通所自立支援マニュアル



（３）障害者の就労支援について
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【論点の整理（案）】

○ 障害者の就労に関する制度的枠組についてどう考えるか。

＜検討の視点(例)＞
・ 就労移行支援、就労継続支援A型・B型のサービスの現状と成果
・ 障害者の就労の形態の在り方
・ 賃金補填のメリット・デメリット

○ 就労継続支援（A型及びB型）、就労移行支援の機能やそこでの支援のあり方についてどう考えるか。

＜検討の視点(例) ＞
・ 利用者の中長期的なキャリア形成に向けた事業所の機能や支援
・ 利用者のニーズを踏まえた機能や支援

○ 就労定着に向けた支援体制についてどう考えるか。

＜検討の視点(例) ＞
・ 就業と生活の両面からの支援

○ 労働施策等の福祉施策以外との連携についてどう考えるか。

＜検討の視点(例) ＞
・ 障害者の働く場の確保
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○ 就労系障害福祉サービス（就労移行支援、就労継続支援）から一般就労に移行した障害者の数は、平成20年度（障
害者自立支援法施行時）1,724人に対し、平成25年度10,001人であり、５年間で約5.8倍となっている。また、民間企
業（50人以上）における障害者の雇用者数は約43万１千人（平成26年６月）、ハローワークを通じた障害者の就職件
数は約８万５千人（平成26年度）であり、いずれも年々増加しており、特に精神障害者の伸びが大きい。

○ 就労移行支援事業所については、一般就労への移行率（利用実人員に占める就職者数）が20％以上の事業所の割合
が増加する一方、移行率が０％の事業所の割合は約30％強で推移しており、移行率の二極化が進んでいる。

○ 就労継続支援事業所のうち平成25年度の１年間で一般就労に移行した者が１人もいない事業所の割合は、就労継続
支援Ａ型事業所で約７割、就労継続支援Ｂ型事業所で約８割である。また、Ｂ型事業所の一人当たり平均工賃月額
（平成25年度）は、約17％の事業所で２万円以上の工賃を実現している一方、約40％の事業所で工賃が１万円未満で
ある。

○ 障害者の就労定着支援について、就業面の支援は、基本的には企業の合理的配慮や労働政策の中で行われるべきも
のであるが、また、就業に伴う生活面の支援は、障害者就業・生活支援センター（生活支援員）や就労移行支援事業
所が中心となって実施している。

○ 障害者雇用促進法の法定雇用率については、平成30年度から精神障害者の雇用についても算入される予定である。
今後、在職障害者の就業に伴う生活上の支援ニーズはより一層多様化かつ増大するものと考えられる。企業に雇用さ
れた障害者が職場に定着することは、障害者の自立した生活を実現するとともに、障害福祉サービスを持続可能なも
のとする観点からも重要である。

現状・課題
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○ どの就労系障害福祉サービスを利用する場合であっても、障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮し、自立し
た生活を実現することができるよう、工賃向上や一般就労への移行をさらに促進させるための方策を検討してはどう
か。また、就業に伴う生活面での課題等を抱える障害者が早期に離職することのないよう、就労定着に向けた支援の
在り方を検討することとしてはどうか。

○ 就労移行支援については、平成27年度報酬改定の効果も踏まえつつ、一般就労への移行実績を踏まえたメリハリを
付けた評価を行う方向で検討することとしてはどうか。

○ 就労継続支援については、サービスを利用する中で能力を向上させ、一般就労に移行する障害者もいることから、
一般就労に向けた支援や一般就労への移行実績を踏まえた評価を行う方向で検討することとしてはどうか。また、就
労継続支援Ｂ型については、高工賃を実現している事業所を適切に評価するなど、メリハリをつける方向で検討する
こととしてはどうか。就労継続支援Ａ型については、事業所の実態が様々であることを踏まえ、利用者の就労の質を
高め、適切な事業運営が図られるよう、運営基準の見直し等の方策を検討することとしてはどうか。
さらに、一般就労が困難な障害者に対して適切に訓練が提供され、障害者が自らの能力を最大限発揮し、自己実現

できるよう支援するため、現在は就労継続支援Ｂ型の利用希望者に対して実施している就労アセスメントについて、
効果的かつ円滑な実施と併せて、対象範囲の拡大について検討することとしてはどうか。

○ 在職障害者の就業に伴う生活上の支援ニーズに対応するため、就労定着支援の強化を検討することとしてはどう
か。例えば、就労系障害福祉サービスを受けていた障害者など、就労定着に向けた支援が必要な障害者に対し、一定
の期間、労働施策等と連携して、就労定着に向けた支援（企業・家族との連絡調整や生活支援等）を集中的に提供す
るなど、支援の在り方を検討することとしてはどうか。

○ 就労系障害福祉サービスについて、障害者やその家族等が適切な事業所を選択できるよう、事業所の事業内容や工
賃・賃金、一般就労への移行率、労働条件等に関する情報の公表を検討することとしてはどうか。

検討の方向性



関係資料

32



＜一般就労への移行者数の推移＞

【出典】社会福祉施設等調査

1,111
1,801

2,544
3,310

4,570

5,881

96

142

209

463

840

1,473

517

669

1,122

1,606

2,307

2,647

1,276
681

528

296

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型 旧授産施設・福祉工場

10,001

7,717

5,675

4,403

3,293
3,000

10.0%

12.1%

16.4%

20.1% 20.2%

24.9%

2.4% 2.2% 2.5%
3.7% 3.5%

4.9%

1.4%
1.1%

1.4% 1.6% 1.4% 1.6%

2.0% 2.2% 2.9% 3.6% 3.7%

4.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型 全体

＜一般就労への移行率の推移＞

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、毎年増加しており、平成２５年度では約１万人の障
害者が一般企業へ就職している。

○ 一方で、一般就労への移行率を見ると、就労移行支援における移行率は大きく上昇しているものの、就労継
続支援Ａ型では微増にとどまっており、就労継続支援Ｂ型では横ばいとなっている。
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障害者雇用の状況

○ 民間企業の雇用状況 実雇用率 1.82％ 法定雇用率達成企業割合 44.7％
○ 25年4月に引き上げた法定雇用率（2.0％）には届かないものの、雇用者数は11年連続で過去最高
を更新。障害者雇用は着実に進展。

（平成26年6月1日現在）

34



ハローワークの障害種別の職業紹介状況
（就職件数）

平成１７年度 平成２６年度

全 数

３８，８８２件

全 数

８４，６０２件

身体障害者

61.3％

23,834件

知的障害者

26.1％

10,154件

精神障害者

12.0％
4,665件

その他

0.6％

229件

精神障害者

40.8％
34,538件

知的障害者

22.1％

18,723件

その他

3.7％

3,166件

身体障害者

33.3％

28,175件
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就労移行支援事業 就労継続支援Ａ型事業 就労継続支援Ｂ型事業

事

業

概

要

就労を希望する６５歳未満の障害者で、

通常の事業所に雇用されることが可能と

見込まれる者に対して、①生産活動、職

場体験等の活動の機会の提供その他の

就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練、②求職活動に関する

支援、③その適性に応じた職場の開拓、

④就職後における職場への定着のため

に必要な相談等の支援を行う。

（利用期間：２年）
※ 市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認めら

れた場合に限り、最大１年間の更新可能

通常の事業所に雇用されることが困難であり、

雇用契約に基づく就労が可能である者に対して、

雇用契約の締結等による就労の機会の提供及

び生産活動の機会の提供その他の就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練等

の支援を行う。

（利用期間：制限なし）

通常の事業所に雇用されることが困難であり、

雇用契約に基づく就労が困難である者に対して、

就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供

その他の就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練その他の必要な支援を行う。

（利用期間：制限なし）

対

象

者

① 企業等への就労を希望する者 ① 就労移行支援事業を利用したが、企業等の

雇用に結びつかなかった者

② 特別支援学校を卒業して就職活動を行った

が、企業等の雇用に結びつかなかった者

③ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、

現に雇用関係の状態にない者

① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で

一般企業に雇用されることが困難となった者

② 50歳に達している者又は障害基礎年金1級

受給者

③ ①及び②に該当しない者で、就労移行支援

事業者等によるアセスメントにより、就労面に

係る課題等の把握が行われている者

報酬
単価

７１１単位（平成27年４月～）
※ 利用定員が21 人以上40 人以下の場合

５１９単位（平成27年４月～）
※ 利用定員が21 人以上40 人以下の場合

５１９単位（平成27年４月～）
※ 利用定員が21 人以上40 人以下の場合

事業
所数

２，９８５事業所
（国保連データ平成27年3月）

２，６６８事業所
（国保連データ平成27年3月）

９，２２３事業所
（国保連データ平成27年3月）

利用
者数

２９，６２６人
（国保連データ平成27年3月）

４７，７３３人
（国保連データ平成27年3月）

１９６，０１９人
（国保連データ平成27年3月）

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス
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0% 50% 100%

平成20年4月

平成21年4月

平成22年4月

平成23年4月

平成24年4月

平成25年4月

平成26年4月

35.7%

39.3%

42.4%

36.2%

35.2%

36.5%

35.1%

28.6%

13.1%

10.6%

8.1%

7.7%

6.3%

5.4%

14.3%

18.3%

16.8%

15.6%

15.8%

14.9%

14.7%

4.8%

11.5%

11.3%

14.1%

14.2%

12.2%

11.8%

4.8%

6.0%

5.4%

8.1%

7.7%

7.9%

8.4%

0.0%

2.5%

3.8%

4.9%

5.9%

4.7%

5.4%

11.9%

9.3%

9.6%

13.0%

13.5%

17.7%

19.3%

0% 0％超～

10％未満

10％超～

20％未満

20％超～

30％未満

30％超～

40％未満

40％超～

50％未満

50%以上

就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合の推移

(一般就労移行率)

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ（平成26年4月分 回答率：82.5％）

一般就労への移行率が20%以上の施設 44.9% (施設数1038)

一般就労への移行率が20%以上の施設 42.5%(施設数880)

一般就労への移行率が20%以上の施設 41.3%(施設数612)

一般就労への移行率が20%以上の施設 40.1%(施設数463)

一般就労への移行率が20%以上の施設 30.1%(施設数310)

一般就労への移行率が20%以上の施設 29.3%(施設数224)

一般就労への移行率が20%以上の施設 21.5%(施設数9)

○ 一般就労への移行率が２０％以上の就労移行支援事業所の割合は、４４．９％と年々上昇している一方で、
移行率が０％の事業所が３割強あり、その割合はあまり変化していない。
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0人
79.5%

1人
14.1%

2人
3.9%

3人
1.4%

4人
0.6%

5人以上
0.5%

就労継続支援（A型・B型）からの就職者数（平成２５年度）

○ 就労継続支援事業について、１年間に１人も一般企業への就職者が出ていない事業所は、Ａ型

事業所で約７割、Ｂ型事業所で約８割となっている。

【就労継続支援B型】【就労継続支援A型】

0人
68.2%

1人
17.6%

2人
7.8%

3人
3.7%

4人
1.3%

5人以上
1.4%

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ
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平成18年

平成25年

H25年度平均賃金

月額 69,458 円

H18年度平均賃金

月額 113,077 円

（円）

就労継続支援A型における平均賃金の状況

箇所

○ 平成２５年度の利用者１人当たりの平均賃金月額は、６９，４５８円と１８年度と比べて約３９％減少している。
○ また、平均賃金を時給換算すると７３７円となり、同年度の最低賃金の全国平均７６４円と同程度となっている。

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ

平均賃金月額 時間額

６９，４５８円 ７３７円
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成18年度

12.5%

17.2%

27.2%

34.6%

25.4%

23.0%

14.3%

11.5%

7.7%

5.7%

4.2%

3.5%

5.5%

4.5%

0～5千円未満 5千円以上～1万円未満 1万円以上～1万5千円未満 1万5千円以上～2万円未満

2万円以上～2万5千円未満 2万5千円以上～3万円未満 3万円以上

0～5千円未満 5千円以上～1万円未満 1万円以上～1万5千円未満

1万5千円以上～2万円未満

2万円以上～2万5千円未満

2万5千円以上～3万円未満

3万円以上

就労継続支援B型における工賃の状況

○ 平成１８年度と比較すると、利用者１人あたりの平均工賃月額が２万円以上の事業所の割合
は増加しており、全体の２割弱となっている。

○ 平均工賃月額が１万円未満の事業所の割合は減少しているものの、全体の約４割となってい
る。
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障害者就業・生活支援センターでの事業実施状況
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75.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%
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高次脳機能障害

難病

発達障害

精神障害

知的障害

身体障害

障害種別ごとの就職後１年経過時点での定着率（全体＝74.4％）

【出典】障害者就業・生活支援センター事業実施状況報告（平成25年度）

○ 障害者就業・生活支援センターにおける登録者数の増加に伴い、相談・支援件数も毎年増加しており、生活
面にかかる相談・支援は３割強となっている。

○ 障害者就業・生活支援センターでの支援により就職した者の１年経過後の職場定着率は７４．４％となってお
り、障害種別でみると、精神障害者や発達障害者の職場定着率が低い状況にある。
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○ 一般就労移行後、６ヵ月以上就労している者の利用定員に占める割合が一定以上の場合、以下の区分に応
じた単位数を加算

・ 就労定着者が５％以上１５％未満 ４１単位
・ 就労定着者が１５％以上２５％未満 ６８単位
・ 就労定着者が２５％以上３５％未満 １０２単位
・ 就労定着者が３５％以上４５％未満 １４６単位
・ 就労定着者が４５％以上 ２０９単位

５％以上１５％未満 ２９単位
１５％以上２５％未満 ４８単位
２５％以上３５％未満 ７１単位
３５％以上４５％未満 １０２単位
４５％以上 １４６単位

５％以上１５％未満 ２５単位
１５％以上２５％未満 ４１単位
２５％以上３５％未満 ６１単位
３５％以上４５％未満 ８８単位
４５％以上 １２５単位

５％以上１５％未満 ２１単位
１５％以上２５％未満 ３４単位
２５％以上３５％未満 ５１単位
３５％以上４５％未満 ７３単位
４５％以上 １０５単位

６ヵ月以上１２月未満 １２ヵ月以上２４月未満 ２４ヵ月以上３６月未満

一般就労移行後、６ヵ月以上就労している者の利用定員に占める割合が一定以上の場合、就労継続期間に応じ
て、以下の区分に応じた単位数をそれぞれ加算

就労継続期間に応じた加算に見直し

就労移行支援体制加算（平成２６年度末まで）

就労定着支援体制加算（平成２７年度から）

就労定着支援体制加算

○ 一般就労への定着支援を充実・強化するため、就労移行支援体制加算を廃止し、利用者の就労
定着期間に着目した加算を新たに創設

加算創設の趣旨
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